

































第 2章 国際的動向 
 





















第 2節 TRIPS 協定 
TRIPS 協定上の地理的表示保護規定は、一般産品についての条件付保護規定(第 22 条)、























ために、加盟国は二国間及び多国間交渉を行うことである(第 24条 1項)2。 
 
第 3節 国際的論争 
2003 年、米国と豪州は、欧州共同体を相手に WTO へ提訴した。提訴の理由は、欧州共同
体の規則「農産品及び食品の地理的表示及び原産地呼称に関する 1992 年 7 月 14 日付け理
事会規則(No 2081/92)」3が、TRIPS 協定上の内国民待遇や商標の保護等に関する義務に違
反するとの主張からなる。 






保していない(規則 14 条(3))と主張した。 



















第 1節 欧州共同体 
一 EC規則の制定 
 1992 年、欧州共同体は、農産品及び食品について地理的表示及び原産地呼称の保護に関




ころが、EC 規則 2081/92 は、WTO パネルにより TRIPS 協定に違反すると判断されたため、
欧州共同体は規則を修正し、新たに「農産品及び食品に地理的表示及び原産地呼称に関す
る 2006年 3月 20日付け理事会規則、以下 EC規則 510/2006」を制定した。 
主な修正点は次の通りである。先ず、EC 規則 2081/92 の第 12 条を削除して、第三国の














地呼称又は地理的表示の登録に関わらず継続に使用することが認められている(第 14 条 2
項)。 















れるものをいう(第 2 条 1項(b))。 
 原産地保護呼称(PDO)の方が、地理的保護表示(PGI)より厳格に保護されている。 
2 出願人要件 




 関連地域が、加盟国にある場合に登録申請は当該加盟国で行う(第 5条 4項)。加盟国は、
本規則に従い、申請内容を審査して、その内容が適合であると判断できた場合には、欧州
委員会へ申請書を送付する(第 5条 5項)。 
 欧州委員会は、12 か月以内に、登録出願が本規定に定める要件に適合するか否かを審査
する(第 6条 1項)。他に、申請地域名称が普通名称になっているか否かを判断する(第 3条
1 項)。欧州委員会は申請された地域名称を公表する(第 6 条 1 項)。そして、登録出願が適











いて消費者に誤認を起こしそうな慣行(第 13条 1項)。 
三 普通名称化関連事例 












ている(第 13条 2項)。 
関連事例として、二つの FETA 判決が取りあげられる5。二つ FETA 判決の主な争点は、表
示「FETA」が、EU規則第 3 条の一般名称に該当するか否かである。関連規定である EC規則
























































































































い(第 3 条 1 項 3 号)。例外に、産地表示であっても明らかに識別性を有する場合で、使用
された結果需要者が何人かの業務に係る商品又は役務であることを認識することができる









































性の要件が緩和された先使用権による制限(第 32 条の 2)、登録後にも登録主体を制限する

























第 4章 韓国の地理的表示保護制度と検討課題 
 

















  産地又は著名な地理的名称の商標登録は原則に認められていない(第 6 条 1 項 3 号と 4
号)。ところが、上記の表示に該当したとしても、その標章が特定商品の地理的表示である
場合には、その地理的表示を使用する商品を指定商品とする地理的表示団体標章の登録を
受けることができる(第 6 条 3 項)。この場合、地理的表示とは、商品の特定品質、名声又
はその他の特徴が本質的に特定地域から得られるもので、その地域で生産、製造又は加工
された商品であることを表す表示をいう(第 2条 1項 3号の 2)。そして、地理的表示団体標
章とは、地理的表示を使用することができる商品を生産、製造又は加工することを業とす
る者だけで構成された法人が直接使用するか、もしくは、その監督下にいる所属団体員に












きる所定書類を提出しなければならない(第 9条 1項)。 
 地理的表示団体標章に特有な拒絶理由として、地理的表示の定義(第 2条 1項 3号の 2)




1 項 6号)を定めている。 
 なお、特許庁長官は、「農産物品質管理法」または「水産物品質管理法」により地理的表
示登録対象品目に対して地理的表示団体標章が出願された場合には、地理的表示の該当可









































(法第 9 条 1 項)。地理的表示の登録を受けた者は、地理的特産品について農林水産食品部


























韓国商標法では、不適正使用について第 73 条 1 項 5 号22、第 73 条 1 項 6 号23、そして、
第 73 条 1 項 12 号24等により取消規定を設けている。ところが、登録取消制度では、何人か
らの請求であってもよいとは言え、特許庁自ら登録を取消すことはできず、取消審判の請
求があることを待たなければならないという限界がある。一方、日本の商標法では、不適









































































韓国では、みなし侵害規定として、通常商標の規定(第 66 条 1 項)29の他に、地理的表示

















































































められていない(韓国商標法第 7 条 1 項 4 号)。もし登録されても無効審判請求により救済
される(第 71 条 1 項 1 号)。そして、無効審判の除斥期間(5 年)が経過したら登録商標は維
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31 第 7条 1項(商標登録を受けることができない商標)  
11. 商品の品質を誤認させる又は需要者を欺瞞させるおそれがある商標 










33 フレッドペリー事件(最判平成 15・2・27判時 1817号 33頁) 








36 第 51条 2項(商標権の効力が及ばない範囲) 
地理的表示団体標章権は次の各号の一に該当する場合にはその効力は及ばない。  
3.地理的表示登録団体標章の指定商品と同一な商品に使用する地理的表示であって、当該
地域でその商品を生産・製造又は加工することを業として営為する者が使用する地理的表
示若しくは同音異義語地理的表示 
